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序章（九十四巻四号）
第
一
章
懲
法
二
四
条
成
立
過
程
と
民
法
・
戸
籍
法
上
の
「
家
」
制
度
序
節
第
一
節
Ｇ
Ｈ
Ｑ
／
Ｇ
Ｓ
の
初
期
起
草
作
業
第
二
節
日
本
政
府
の
起
草
作
業
と
Ｇ
Ｈ
Ｑ
／
Ｇ
ｓ
と
の
交
渉
第
三
節
補
論
憲
法
制
定
に
関
す
る
三
月
六
日
以
降
の
Ｇ
Ｈ
Ｑ
／
Ｇ
Ｓ
の
方
針
第
四
節
枢
密
院
で
の
審
議
第
五
節
帝
国
議
会
・
衆
議
院
で
の
審
議
（
第
一
款
ま
で
九
十
五
巻
二号）
第
六
節
帝
国
議
会
・
貴
族
院
で
の
審
議
（
第
五
節
第
二
款
か
ら
以
上
ま
で
九
十
五
巻
四
号
）
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
西
）
ｌ
「
家
」
の
廃
止
を
中
心
と
し
て
Ｉ
第
七
節
小
括
第
二
章
民
法
改
正
過
程
１
１
戸
籍
法
改
正
過
程
に
先
行
し
た
民
法
上
の
「
家
」
廃
止
方
針
決
定
の
予
備
的
考
察
ｌ
序
節
第
一
節
憲
法
二
四
条
下
で
の
民
法
上
の
「
家
」
存
廃
の
選
択
の
余
地
第
二
節
日
本
側
の
「
家
」
廃
止
方
針
決
定
過
程
第
三
節
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
「
家
」
改
廃
方
針
・
そ
の
日
本
側
へ
の
影
響
第
一
款
曰
本
側
史
料
（
以
上
本
号
）
第
二
款
Ｇ
Ｈ
Ｑ
側
史
料
ｌ
新
た
な
知
見
の
整
理
ｌ
第
三
款
Ｇ
Ｈ
Ｑ
／
Ｇ
Ｓ
の
「
家
」
改
廃
方
針
・
日
本
側
へ
の
影
響
第
四
節
補
論
「
氏
」
四五
和
田
幹
彦
Hosei University Repository
以上みてきたとおり、ＧＨＱ／ＧＳ主導で起草された憲法二四条を、慧法改正に直接携わった日本の立法関係者は、
占領政策の根幹の一つゆえ抗い難し、として受け入れた。即ち、二四条が要求する範囲での「家」改廃は、ＧＨＱ／
ＧＳが主導的に規定したことになる。
Ｇｓが、マッカーサー草案・及びその前後の草案や起草作業への関わりによって、「家」制度の廃止を意図したの
か、その射程はどこまでであったのか、をここで考察しておく。
第一に、後に現行二四条となった条文文一一一一口は、一八九八年の民法典（便宜上「明治民法」と呼んでおく）の戸主権
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
ｌ
オ
プ
ラ
ー
／
Ｇ
ｓ
の
「
家
」
改
廃
に
関
す
る
方
針
と
の
関
連
で
’
第
五
節
小
括ｌ日
本
側
・
Ｇ
Ｈ
Ｑ
／
Ｇ
ｓ
の
方
針
の
射
程
及
び
そ
の
限
界
ｌ
付
属
資
料
３
民
法
改
正
過
程
に
関
わ
る
Ｇ
Ｈ
Ｑ
文
書
一
覧
（
以
下
次
号）
第
六
節
補
論
１
本
拙
論
（
特
に
第
二
章
）
の
テ
ー
マ
を
巡
る
最
近
第
一
章
憲
法
二
四
条
成
立
過
程
と
民
法
・
戸
籍
法
の
「
家
」
制
度
（
承
前
）
第
七
節
小
括
ｌ
日
本
側
・
Ｇ
ｓ
の
方
針
の
射
程
及
び
そ
の
限
界
Ｉ
第
四
章
結章 第三章
第
四
章
第五章
四六
時
の
研
究
動
向
に
つ
い
て
戸
籍
法
改
正
過
程
の
諸
段
階
「家」制度廃止を起因とする戸籍法改正
人口動態統計の精密化・プライバシー保護を起因とす
る戸籍法改正
「家」制度廃止を起因とする戸籍法改正
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第二に、占領政策の最重要点は、軍国主義・全体主義の廃止であり、一九四六年二月四日ＧＨＱ（部局としてはＧ
Ｓ）作成の「最高司令官から憲法改正の『必須要件』として示された３つの基本的な点‐｜で「日本の封建性は廃止さ
れる」とも識われた。（高柳ほか『憲法制定Ｉ』九八、九九頁。尚、一○二、’○三頁も参照。）戦前・戦中に家国一
（脱）
致
体
制
の
両
翼
を
担
っ
た
の
が
天
皇
制
と
、
こ
れ
に
並
ん
で
、
正
に
日
本
の
諸
学
究
に
「
封
建
的
」
と
言
わ
れ
た
社
会
的
・
法
律
的
〈脳）
「家』制度であったこと、これが日本の一般臣民にとっては「教育勅語」をも通して周知徹底されていた。この点を
（川）
ＧＳ／ＧＨＱは、「家」廃止に於いて意識していたのであろうか。いや、換言すればこうした性格を持つ「家」制度
の全廃をＧＨＱが内部的公式方針すら出さずに、強力には推進しなかったのであるとすれば、驚くべきことである。
戦後になっても、衆議院での憲法草案第二一一条を巡る、例えば原夫次郎（日本進歩党）の発言は以下のようなもので
ある。 （川）
の内容を、個別に否定している。他方で、ＧＨＱの内部文書史料やインタビューによってＪも、Ｇｓが意識的に一戸主権
（伽）
の内容を個別に確認し、廃止しようとした事実は確認できない。ＧＳは、憲法改正案起草にあたり、「家」の根幹の
戸
主
権
の
廃
止
を
意
図
し
つ
つ
も
、
そ
の
法
的
内
容
の
詳
細
は
、
お
そ
ら
く
時
間
的
（
及
び
能
力
的
？
）
制
約
か
ら
、
調
査
し
得
な
か
っ
たと見られる。しかしＧｓは、｜起草担当者シロタほかの日本存佳経験に照らし、またヴァイマール・ソ連等の憲法
（剛）
を参照して（既出注参照）、全方位的・網羅的な家族法改正の指針を打ち出すことで、戸主権の総体を廃止する手段
と
し
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
「
我
が
国
の
家
族
制
度
と
天
皇
制
と
は
非
常
に
密
接
な
る
関
係
の
あ
る
従
来
の
旧
慣
制
度
で
あ
り
ま
し
て
、
［この後すぐ以下へ続く］
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
戸
●一回
：１８１ 
￣～〆
四
七
Hosei University Repository
こ
う
い
っ
た
当
時
の
議
員
の
発
言
を
見
て
も
日
本
の
元
「
臣
民
」
自
身
が
主
観
的
に
こ
の
榊
造
を
意
識
し
て
い
た
限
り
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
（
部
局
と
し
て
は
Ｇ
Ｓ
）
に
と
っ
て
は
こ
れ
は
重
要
な
改
革
（
全
廃
）
の
対
象
と
な
り
得
た
は
ず
で
あ
る
。
他方でしかし、天皇の実質的権限を新憲法でほぼ全て廃止し、天皇制を「象徴天皇制」として残すことが、周囲の
（棚）
一
部
の
強
力
な
反
対
を
押
し
切
っ
て
の
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
の
一
大
方
針
で
あ
っ
た
な
、
り
ば
、
家
国
一
致
体
制
の
も
う
一
端
で
あ
る
「
社
会
的・法律的『家」制度」をも全く同様に、その実質的内容の殆どである戸主権と家督相続の実体を憲法現行第二四条
（掴）
で廃止してしま・えば、あとは形式的・儀礼的（・象徴的）「家」制度として、「家」の呼称が残っても問題はない、逆
（川）
に日本社会の占領政策への反感を和らげ、これを政策を定着させるための重要な手段と考一えられたのであろうか。
史料に見る限り、家国一致体制の両翼としての天皇制と『家』制度、双方の存廃、という観点からの包括的議論が
Ｇ
Ｈ
Ｑ
（
Ｇ
ｓ
／
Ｃ
Ｉ
＆
Ｅ
）
に
よ
り
行
わ
れ
た
形
跡
は
な
い
。
憲
法
二
四
条
成
立
過
程
で
は
、
（
更
に
は
、
次
章
以
後
の
結
論
を
や
や
先取りすることにはなるが、同憲法二四条が主導的に規定したこととなる、民法・戸籍法中の「家」制度が廃止され
ま
た
、
沢
田
牛
麿
（
同
和
会
）
の
以
下
の
発
言
を
み
て
お
こ
う
。
「
こ
の
憲
法
に
は
、
私
は
国
体
破
壊
の
二
大
橋
頭
塗
が
建
設
さ
れ
て
居
る
と
思
う
。
一
つ
は
［
…
］
無
論
第
一
章
の
天
皇
に
関
す
る規定である。その次は二十二条の家族に関する関係である。［…］公の方面に於ては、天皇制と云うものが
日
本
の
国
体
で
あ
り
、
そ
れ
か
ら
民
間
の
［
…
］
生
活
に
於
て
は
、
家
族
制
度
が
矢
張
り
日
本
の
国
体
で
あ
る
［
…
］
。
こ
の
二
（町）
っを壊してしまえば、日本の国体と一云うものはもうゼロである。」（これに対し、政府の答弁無し）
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
四八
［…］我国の家族制度あって、この日本国の家族から天皇陛下の御膝一元に大道が通じて居るものと我々は子ね
（価）
がね信じて居るのであります。」
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て
い
っ
た
過
程
に
限
定
す
れ
ば
、
）
Ｇ
Ｓ
に
は
こ
う
し
た
「
家
」
の
認
識
が
か
な
り
の
程
度
欠
落
し
て
い
た
と
見
ら
れ
る
こ
と
は
指
摘
に
値
し
よ
う
。
Ｇ
ｓ
は
こ
こ
で
そ
の
射
程
を
民
法
上
の
「
家
」
廃
止
の
み
（
及
び
そ
こ
か
ら
導
き
出
さ
れ
促
さ
れ
る
限
り
で
の
戸
籍
法
そ
の
他
の
法
律
に
於
け
る
「
家
」
廃
止
の
み
）
に
限
定
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
日
本
社
会
で
、
（
以
下
は
結
章
で
詳
論
す
る
予
定
で
あ
る
が
）
も
し
「
家
」
が
国
家
体
制
上
（
乃
至
「
国
体
」
の
）
、
国
家
の
末
端
単
位
と
し
て
機
能
し
て
い
た
と
す
れ
ば
、
そ
う
し
た
「家」を廃止するという意図は、Ｇｓには無かったのではないか、とこの憲法改正段階で既に推測される。
そ
し
て
ま
た
、
日
本
側
の
関
係
者
に
あ
っ
て
も
、
憲
法
草
案
起
草
作
業
や
議
会
で
の
新
憲
法
審
議
で
も
、
次
章
以
後
に
み
る
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
に
於
い
て
も
、
（
右
パ
ラ
グ
ラ
フ
の
如
き
）
「
家
」
の
意
識
は
当
然
あ
っ
た
も
の
の
、
憲
法
に
よ
る
「
家
」
廃
止
の
射
程
を
●
●
●
●
●
●
●
●
 
こうした「家」の廃止までに及ぼす明確な意図は、みられなかったのである。
（Ⅲ）明治民法上の戸主権のカタログ、例えば穂積重遠「親族法』岩波書店、一九一一一三年（昭和期敗戦前の代表的な教科書とされる）一
四
三
’
’
六
三
頁
と
第
四
段
文
言
を
比
較
せ
よ
。
照
応
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
穂
積
の
該
当
箇
所
で
は
、
ま
ず
「
戸
主
権
」
と
し
て
、
（
｜
）
其
家
の
氏
を
稗
す
る
権
利
（
二
）
居
所
指
定
権
竝
に
こ
れ
に
伴
ふ
離
籍
権
（
三
）
家
族
の
入
籍
又
は
去
家
に
対
す
る
同
意
権
（
四
）
家
族
の
婚
姻
又
は
養
子
縁
組
に
対
す
る同意権とこれに伴ふ離籍権及び復籍拒絶権（五）家族の婚姻又は養子縁組を取消す権利（六）家族たる養子が養親の死亡後離縁を
す
る
場
合
の
同
意
権
（
七
）
家
族
の
禁
治
産
・
準
禁
治
産
に
関
す
る
権
利
（
△
家
族
の
後
見
人
又
は
補
佐
人
と
な
る
権
利
義
務
（
九
）
親
族
会
に
関
す
る
権
利
（
十
）
扶
養
の
義
務
を
挙
げ
、
「
戸
主
権
で
な
い
戸
主
の
権
利
」
と
し
て
、
「
廃
家
又
は
隠
居
を
す
る
権
利
」
「
家
督
相
続
人
廃
除
又
は
指
定
の
権
利」「家族に対する遺産相続権」等を挙げている（根拠条文等の詳細は、穂積の著書の該等箇所参照）。
尚
、
戸
主
権
の
成
立
史
は
、
戦
後
の
民
法
改
正
時
に
主
に
民
法
・
法
制
史
学
界
で
戸
主
権
廃
止
是
非
の
根
拠
と
し
て
、
是
非
論
者
双
方
か
ら
言
及
さ
れ
た
経
緯
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。
た
だ
、
学
界
の
論
争
に
つ
い
て
は
来
栖
三
郎
「
民
法
（
学
界
展
望
）
」
『
私
法
』
｜
号
二
九
四
九
年
）
が
詳
し
い
の
で
全
面
的
に
こ
れ
に
譲
り
、
こ
れ
か
ら
独
立
し
た
立
場
か
ら
の
文
献
と
し
て
当
面
次
の
三
点
を
挙
げ
て
お
く
。
中
世
・
戦
国
．
殊
に
江
戸
時
代
に
於
け
る
戸
主
権
の
淵
源
の
検
討
と
、
明
治
前
期
の
明
治
民
法
成
立
に
至
る
ま
で
の
状
況
に
つ
き
簡
明
に
ま
と
め
た
も
の
と
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（四）（和田）
四九
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旧民法につき、詳細な研究として手塚豊「明治二十三年民法（旧民法）における戸主権ｌその生成と性格ｌ」（１）（２）（３）「法学
研
究
』
二
六
巻
一
○
号
（
一
九
五
三
年
）
・
二
七
巻
六
及
び
八
号
（
一
九
五
四
年
）
（
同
著
作
集
第
八
巻
「
明
治
民
法
史
の
研
究
（
下
）
」
慶
応
通
信
、
’
九
九
一年、二一五’三一一一頁所収〉。
（
剛
）
Ｇ
Ｓ
に
よ
る
、
明
治
民
法
の
参
照
に
つ
い
て
は
他
史
料
に
も
見
ら
れ
る
が
、
詳
し
く
は
次
号
以
降
に
論
ず
る
。
日
本
の
敗
戦
以
前
に
ア
メ
リ
カ
本
国
で
、
ないしその後日本で、アメリカ政府・軍関係者の誰がどの程度民法を研究し、改革を前提にいかなる（暫定的）結論を出していたのか、
興
味
深
い
が
、
（
戦
前
個
人
的
に
東
京
大
学
法
学
部
に
留
学
し
て
い
た
プ
レ
イ
ク
モ
ァ
は
と
も
か
く
）
史
料
は
未
発
掘
で
あ
る
。
当
面
、
高
柳
ほ
か
『
憲
法
制
定Ⅱ」六’七頁の憲法に関する記述、前述の（本稿末尾に掲載予定である）川島武宜への和田によるインタビューを参照。
こ
の
点
で
は
尚
、
前
注
面
）
の
穂
積
の
教
科
轡
引
用
に
も
関
し
、
ブ
レ
イ
ク
モ
ァ
が
戦
前
の
留
学
で
穂
積
重
遠
の
親
族
法
の
講
義
を
聞
い
て
い
た
点
（
本
人の発言、司法大臣官房終戦連絡部作成の一九四七年五月一二日、「第一回」会談録、｜「民法中改正法律案に関する総司令部政治部係官
と
の
会
談
録
（
｜
）
」
『
民
事
月
報
」
’
九
七
九
年
三
月
第
三
四
巻
第
三
号
四
九
頁
ｌ
こ
の
会
談
録
全
体
に
つ
い
て
は
、
本
注
末
尾
の
記
述
も
含
め
本
稿
第
二
章
、
次
号
以
降
の
注
で
も
言
及
す
る
の
で
、
該
当
す
る
注
を
も
参
照
さ
れ
た
い
）
は
注
目
さ
れ
る
が
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
内
部
文
書
に
よ
っ
て
も
、
ブ
レ
イ
ク
モ
ァ
の
こ
の経歴がＧＳの憲法・民法・戸籍法に於ける「家」存廃決定に影響を及ぼした形跡はない。尚、右の会談録全体の原典は我妻文書にも
収
め
ら
れ
て
お
り
（
丁
数
は
九
四
丁
表
）
、
ま
た
同
記
録
の
全
文
が
、
堀
内
節
・
沼
正
也
（
こ
ち
ら
は
、
原
典
の
丁
数
と
照
合
で
き
る
よ
う
工
夫
が
あ
る
）
に
依
っ
て
も
個
別
に
自
著
に
再
録
さ
れ
て
い
る
が
、
い
ず
れ
も
参
照
し
に
く
い
の
で
こ
こ
で
は
詳
述
し
な
い
。
（Ⅲ）シロタの起草による条文、殊に「配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻および家族に関するその他の事項を、
個人の尊厳（＆的己ご〉と両性の本質的平等の立場から見る他の法律に替えられる」という部分。
面〉例えば、依田精一「戦後家族制度改革と新家族観の成立」衷泉大学社会科学研究所・戦後改革研究会編『戦後改革１課題と視
論
文
中
の
「
明
治
初
年
法
に
拘
わ
ら
ず
、
こ
れ
が
未
発
髪
濡していたかにみえる。］
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
五○
し
て
は
石
井
良
助
「
戸
主
権
の
成
立
」
『
専
修
法
学
論
集
』
一
七
号
（
’
九
七
四
年
）
一
’
三
二
頁
（
一
頁
を
戸
主
権
の
簡
単
な
カ
タ
ロ
グ
と
し
て
も
参
照
）
（同『家と戸籍の歴史」創文社、’九八一年、二三’五六頁所収）。
明
治
初
期
に
つ
き
、
高
柳
真
三
「
明
治
初
年
法
に
お
け
る
戸
主
の
地
位
」
『
法
学
』
一
一
巻
七
及
び
九
号
（
一
九
四
二
年
）
（
同
『
明
治
前
期
家
族
法
の
新
装」有斐閣、一九八七年、三○七’三一一一八頁所収）。［この一九四二年というのはやや旧いが、この後、手塚豊（一九九○年逝去）の次
論文中の「明治初年法における戸主権」の発表企図言明（次論文『法学研究』二六巻一○号五頁注咽、同二七巻八号七五頁注７）にも
拘
わ
ら
ず
、
こ
れ
が
未
発
表
に
終
わ
り
（
同
『
明
治
民
法
史
の
研
究
（
下
）
」
二
一
九
、
一
一
一
二
一
頁
の
各
注
）
、
そ
れ
以
後
し
ば
ら
く
こ
の
主
題
で
の
研
究
は
停
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角』蒐泉大学出版会、一九七四年、二七三頁では、依田は「狂信的軍国主義の温床である」「天皇制家族国家の基礎をな」す「日本の
『家」制度」という表現をすら使っている。
（
鵬
）
例
え
ば
、
川
島
武
宜
「
日
本
社
会
の
家
族
的
櫛
成
」
『
川
島
武
宜
著
作
架
第
十
巻
家
族
及
び
家
族
法
ｌ
』
［
岩
波
轡
店
、
’
九
八
三
年
、
初
出
は
『
中
央
公
論
』
六
一
巻
六
号
、
’
九
四
六
年
］
二
－
一
七
頁
、
特
に
一
六
頁
。
Ｇ
Ｓ
／
Ｇ
Ｈ
Ｑ
が
川
島
を
よ
く
知
っ
て
い
た
こ
と
は
、
第
二
章
に
見
る
民
法
改
正
関
係
の
Ｇ
Ｈ
Ｑ
内
部
文
聾
に
明
ら
か
だ
が
、
遥
か
に
早
い
一
九
四
六
年
二
月
頃
と
い
う
時
期
に
、
（
Ｃ
ｓ
で
は
な
い
が
）
ス
タ
イ
ナ
ー
が
川
島
を
訪
ね
て
い
た
と
い
う
、
付
属
資
料
の
川
島
（
本
稿
末
尾
掲
戟
予
定
）
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
挿
話
も
参
照
。
（川）依田前掲（注（伽ご、二七三頁も参照。
教
育
勅
語
排
除
に
つ
い
て
は
、
差
し
当
た
り
利
谷
信
義
「
戦
後
の
家
族
政
策
と
家
族
法
ｌ
形
成
過
程
と
特
質
ｌ
」
一
家
族
政
策
と
法
ｌ
』
東
京
大
学出版会、一九七七年、二○’一一一頁、天皇制と「家」制度の結び付きにつき、同五八、七八頁。
後
者
の
天
皇
制
と
「
家
」
制
度
の
結
び
付
き
の
点
は
、
一
般
的
に
、
明
治
期
の
戸
籍
制
庇
の
成
立
も
含
め
世
重
な
論
考
、
麟
田
省
三
『
天
皇
制
国
家
の
支
配
原
理
』
未
来
社
、
一
九
六
六
年
（
所
収
の
標
題
論
文
は
初
出
一
九
五
六
年
）
を
参
照
・
戸
籍
制
度
と
の
閲
迎
は
、
同
掛
七
一
、
七
八
－
八
三
頁
報
。
ま
た
、
戦
後
法
改
革
と
の
関
辿
で
は
、
依
田
精
一
が
繰
り
返
し
指
摘
す
る
と
こ
ろ
で
も
あ
る
。
以
下
の
依
田
諸
論
文
は
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
参
考
と
な
る
。
即
ち
、
依
田、同前、二七三、二七五’二七七、二九一一一’二九六頁。依田精一「戦後家族制度改革の歴史的性格」『家族政策と法Ｉ』東京大
学
出
版
会
、
一
九
七
七
年
、
二
四
八
頁
、
同
「
占
領
政
策
に
お
け
る
家
族
制
度
改
革
」
思
想
の
科
学
研
究
会
編
『
共
同
研
究
／
日
本
占
領
軍
ｌ
そ
の
光
と
影
ｌ
」
上
巻
、
現
代
史
出
版
会
／
徳
間
轡
店
、
一
九
七
八
年
、
三
六
四
’
三
六
五
頁
、
民
法
と
の
関
辿
で
は
三
六
七
頁
、
同
「
占
領
政
策
に
お
け
る
婦
人
解
放
」
中
村
隆
英
『
占
領
期
日
本
の
掻
済
と
政
治
』
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
七
九
年
、
二
六
八
頁
、
同
「
戦
後
日
本
の
社
会
改
革
ｌ
家
族
制
度
改
革
を
中
心
と
し
て
１
１
」
『
家
族
の
法
と
歴
史
背
山
道
夫
博
士
追
悼
論
文
集
」
法
律
文
化
社
、
一
九
八
一
年
、
三
○
－
三
一
頁
、
同
「
戦
後
家
族
法
の
改
正
と
『
家
族
制
度
・
一
の
廃
止
」
森
泉
章
編
『
現
代
民
法
学
の
基
本
問
題
内
山
尚
三
・
黒
木
三
郎
・
石
川
利
夫
先
生
還
暦
記
念
』
下
第
一
法
規
出
版
、
’
九
八
三
年
、
’
尚、民法上の「家」制度廃止に関するＧＨＱの方針につき、依田前掲〈注（脱））、二七三頁は、「ＧＨＱが全く「家」族［ママ］制
度改革に無関心であったというわけではない。日本の『家』制度［…」を覆すには、婦人を政治に参加させ、農村の前近代的地主制か
ら農民を解放し、労使関係を近代化することで足りるとした。」と言う。また、同「戦後家族制度改革の歴史的性格」二四八頁では
「『家』が究極において、家父長的専制の延長上に国家を慨くという点で、軍国主義における軍事国家の階厨的ピラミッドの底辺を支え
Ｃ
ｌ
二
１
頁
等
。
て
い
た
こ
と
を
、
彼
ら
［
Ｇ
Ｈ
Ｑ
］
が
知
ら
な
か
っ
た
は
ず
は
な
い
。
た
だ
し
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
婦
人
の
政
治
的
解
放
［
…
以
下
、
前
書
と
同
趣
旨
…
］
な
ど
の
指
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程〈四）（和田）
五一
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本章では、「家」制度廃止による戸籍法改正の「第一の流れ」（「はじめに」参照）にとって、密接不可分な先行過
第
二
章
民
法
改
正
過
程
ｌ
戸
籍
法
改
正
過
程
に
先
行
し
た
民
法
上
の
「
家
」
廃
止
方
針
洪
定
の
予
備
的
考
察
Ｉ
灘を通じて、間接的に『家』制度の解体を促進させた」［強調和田］と言う。更に依田は同箇所で「家族制度については、少なくとも
表面上はＧＨＱが直接改革を指示することはなかった。［…］だが、無関心であったとは、思えない」［強調和田］と述べる。この点に
ついて、新たな一次的史料を得て、この点を再栂成せんとするのが、本稿第二章の試みである。
（棚）清水『遼法審識録』第二巻、五○一頁、衆鍍院本会議六月二六日。
（伽）『第九○帝国雛会衆議院本会議鍍事速肥録』の口語化、一九四六年六月二六日、吉田総理大臣への質疑。清水『迩法審継録』第四
巻、衆議院本会議六月二六日に拠る。
（町）『第九○回帝国議会貴族院本会議議事速記録』一九四六年八月二六日（懲法審議の本会蟻の初日・和田が漢字平仮名文に直した）。
（伽）『懲法制定の経過に関する小委員会報告轡憲法調査会報告番付属文瞥第二三巳一九六一年九月、三一五’三一七頁。尚、高柳ほ
か『憲法制定Ⅱ』四一’四三頁も参照。
（伽）本穂、拙輪迎職（二）妃戦のマトリクスを想起していただきたい（志林・九五巻二号、三七頁掲戦の「表１」）。
耐）この点の全面的解明には、葱法改正過程中の、現行第二四条の検討（本章）とは別に、天皇制存廃に関わる議論の検討が必要とな
ろう（が、本稿が設定した課題の範囲外である）。
序
節
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
五二
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本
章
で
の
課
題
を
限
定
し
て
お
く
。
今
、
民
法
上
の
「
家
」
制
度
の
改
廃
内
容
を
、
（
ｉ
）
民
法
上
の
「
家
」
制
度
自
体
の
存
廃
（Ⅲ）民法上の「家」制度廃止決定後、民法の個々の条文に盛り込まれ得る「家」制度類似規定の有無（これは、
実
際
Ｉ
殊
に
草
案
段
階
で
Ｉ
多
々
存
在
し
た
）
に二分する。（ｉ）が、戸籍法改正に与える影響が最も大きい。他方で、（Ⅲ）の民法上の「家」制度類似規定もまた、
戸籍法の個別規定に影響を与える。従って、民法改正過程で（ｉ）（Ⅱ）について「誰が、何を、決めたのか」の考
察は、それが戸籍法改正に直接影響する限りに於いて、実体的に戸籍法改正につき「誰が、何を、決めたのか」の考
察ともなる。よって、本稿本来の課題からすれば、（ｉ）（、）双方を本章で扱うことが必要とされよう。しかし、
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
五三
明
治
民
法
上
の
「
家
」
は
、
一
般
的
に
は
親
族
編
・
相
続
編
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
と
は
い
え
、
個
別
具
体
的
な
「
家
」
は
同
二
編
の
みでは一義的には決定されない。民法同二編中の実体法的規定の内容の多くは、戸籍法中の手続法的規定に従って実
（－） 
（２） 
現され、その結果として一一戸籍簿が編製される一」とにより、一つの「家」の櫛成員が初めて決定されていた。従って、
（３） 
民
法
上
の
「
家
」
の
存
廃
の
別
は
自
動
的
に
戸
籍
法
ｌ
戸
籍
編
製
の
方
法
ｌ
の
原
理
に
直
接
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
。
そ
の
意
味
で
民
法
改
正
過
程
中
、
主
に
初
期
に
最
大
の
争
点
と
な
っ
た
民
法
上
の
「
家
」
の
存
廃
は
、
戸
籍
法
改
正
過
程
と
、
い
わ
ば
表
裏
一
体
で進行している。
程
で
あ
る
民
法
の
改
正
過
程
中
、
特
に
一
九
四
六
年
三
月
以
降
、
九
月
一
一
日
の
司
法
法
制
審
議
会
第
三
回
総
会
ま
で
を
考
察
の
対
象
と
する。
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
五四
（ｉ）は（Ⅲ）に比して戸籍法に対する規定性が遥かに高いという重要性に鑑み（かつ紙幅の制限上）、本章では
（ｉ）のみを取り上げ、（Ⅱ）は別稿に譲る。
また、（ｉ）の決定過程も、’九四六年一一一月以降、九月一一日の司法法制審議会第三回総会までに限定して考察の
対象とする。これは民法上の「家」制度廃止方針は、実質的には貴族院での憲法審議の最終曰、一○月六日（第一章
で既述）に確定したと考え得るためであり、本章に見る如く、民法改正過程ではそれに先行した九月二日の右司法
法制審議会総会までが規定的であったからである。即ち、本章では民法上の「家」廃止初期方針決定過程を、戸籍法
（４） 
改正との関連で予備的に考察する。
尚、対象となる民法改正過程を時系列で追う作業は行わない。末尾に添付する付表３「憲法・民法・戸籍法改正過
（－，） 
程年表」がある程度に参考となろう。また、他の公表資料・先行研究にも一定程度まで依拠することができる。なお、
ＧＨＱ内部文書に基づく新しい知見は簡単に、本章末尾の「付属資料３民法改正過程に関するＧＨＱ文書一覧（時
系列）」に整理しておき、次号以下の本拙稿で言及する。（同資料３は次号以下に一覧として掲載するが、本号中に若
干のＧＨＱ文書も参照せざるを得ず、掲載前に史料番号を、例「史料（３８）」といった体裁で、注の中で典拠を示
しつつ引用することをご海容頂きたい。）
本章ではまた、補論として、戸籍法と関連の深い「氏」の問題が、民法改正過程中、殊に起草委員会とＧｓの間で
（６） 
で如何に扱われたか、を第四節で考察しておく。
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憲法草案二一一条（現行一一四条）の下での、民法上の「家」制度存廃の選択の余地は如何なるものであっただろうか。
結論的に言えば、後述のＧＨＱの方針とも相俟って、形式的・象徴的「家」存置（表ｌのマトリクスでは〈Ｃ〉ｌ本
稿
、
拙
論
連
載
（
二
一
記
載
、
志
林
・
九
五
巻
二
号
、
三
七
頁
）
、
乃
至
、
「
家
」
廃
止
ｌ
更
に
そ
の
中
に
は
、
「
家
」
類
似
制
度
・
条
項
は
存
置
（
マ
ト
リ
ク
ス
〈
Ｏ
〉
）
及
び
、
「
家
」
類
似
制
度
・
条
項
も
全
廃
（
マ
ト
リ
ク
ス
〈
、
〉
）
、
の
二
つ
ｌ
が
あ
り
得
え
よ
う
．
こ
れ
は
法
律
上
の
選
択
の
幅
は
狭
い
。
し
か
し
、
こ
の
法
律
上
の
選
択
が
、
社
会
生
活
上
の
「
家
」
、
即
ち
非
法
律
上
の
「
家
」
の
存
亡
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
は
容
易
に
推
測
し
得
る
。
日
本
側
の
起
草
委
員
、
例
え
ば
我
妻
は
一
方
で
（
「
家
」
廃
止
反
対
論
者
を
説
得
す
る
レ
ト
リ
ッ
ク
上
の
技
巧
で
も
あ
っ
た
ろ
う
が
）
、
起
草
委
員
会
の
方
針
は
、
法
律
上
の
「
家
」
を
廃
止
す
る
こ
と
で
あ
っ
て
、
社
会
生
活
上
（
乃
至
道
徳
上
の
）
「
家
」
を
廃
止
す
る
積
も
り
は
な
い
、
と
強
調
し
て
い
た
。
他
方
で
は
し
か
し
占
領
期
の
法
改
正
後
、
戸
籍
法
改
正
で
戸
籍
編
製
原
理
を
個
人
別
編
製
に
し
な
か
っ
た
こ
と
が
、
国
民
の
間
の
「
家
」
的
意
識
を
温
存
し
た
こ
と
を
、
自
己
批
判
的
に
捉
（７） 
一えているから、社会生活上の「家」（乃至「家」的意識）の存亡に無関心であった訳ではない。まして温存に共感を
示
し
て
い
た
（
説
得
の
た
め
の
レ
ト
リ
ッ
ク
の
み
を
見
れ
ば
そ
う
も
受
け
取
ら
れ
兼
ね
な
い
が
）
訳
で
も
あ
る
ま
い
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
と
っ
て
み
れ
ば
、
そ
も
そ
も
法
政
改
革
に
於
い
て
法
律
の
み
を
新
憲
法
に
適
合
的
に
改
廃
す
れ
ば
足
れ
り
、
と
す
る
訳
も
な
い
。
即
ち
形
式
的
・
象
徴
的
「
家
」
を
残
す
場
合
で
も
、
違
憲
に
な
ら
ぬ
よ
う
例
え
ば
男
女
平
等
原
則
は
法
律
上
も
徹
底
さ
せ
る
の
で
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
社会生活上も両性の平等を（仮に徐々にせよ）実現していくことにあったろう。換言すれば、ＧＨＱにとっての民法
上の「家」改廃の狙いは、社会生活上の「家」の実態が憲法の精神に適合することであった筈である。
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
五五
第
一
節
憲
法
二
四
条
下
で
の
民
法
上
の
「
家
」
存
廃
の
選
択
の
余
地
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頁
～〆
。
憲法改正による民事法、就中民法の改正が明文で一次史料に見い出されるのは、一九四七年三月一一／｜二日の段
（８） 
階である。翌一一一月一一一日の閣議で「臨時法制調査会設置」の件が閣議決定されている。その閣議に提出された案「法
制
調
査
会
設
置
二
関
ス
ル
件
試
案
（
三
、
一
一
）
」
に
「
（
備
考
）
憲
法
改
正
に
伴
上
改
正
又
ハ
制
定
ス
ベ
キ
主
要
法
令
左
ノ
如
シ
」
と
し
、
（９） 
十
二
項
目
中
の
最
後
に
「
Ｅ
民
法
等
私
法
法
典
ノ
改
正
等
」
と
あ
る
。
ま
た
、
「
（
憲
法
改
正
の
手
続
、
段
取
に
つ
き
、
司
令
部
の
了
解
を求めた文書）」として、ホイットニー（○のロの『巴三三曰の】）宛、三月一二日文書に、同趣旨の十四項目に亙るリス
（Ⅶ） 
卜があり、その十一番目に「］］・ロぐ】Ｆ四三」が挙げられている。尚、「臨時」の一一字を付して臨時法制調査会の運営
（皿）
の詳細は一一一月一五日の閣議で決定された。憲法改正に伴う諸法律の立法・改正のための「法制調査会‐｜の設立、開催
予定は、憲法改正を審議する議会の予定に左右される訳だが、これにつき二案あり、その第一案が採用され、当初、
（肥）
調
査
会
は
七
－
八
月
を
想
定
し
て
い
た
と
思
わ
れ
る
。
当時の司法省民事局長奥野健一が、同調査会前に民法改正の具体的な内容を考案し始めたのは、それゆえ（以下の
通り、本人は時期を特定していないが）この四六年三月以降、同調査会開催の七月上旬にかけてであろう。少し長く
なるが、最も初期の民法改正方針の「一一案」につき、重要な回顧があるので、ここに引用する（『経過』’二’’三
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
五六
以
上
を
ふ
ま
え
れ
ば
、
予
測
で
き
る
暫
定
結
論
と
し
て
は
、
如
何
に
法
律
上
の
選
択
肢
が
狭
く
見
え
よ
う
と
も
、
起
草
委
員
・
Ｇ
Ｈ
Ｑ
双方（殊に後者）にとり、目的適合的には、実際は選択の余地は極めて広かったと言えよう。
第
二
節
日
本
側
の
「
家
」
廃
止
初
期
方
針
決
定
過
程
Hosei University Repository
奥
野
憲
法
草
案
が
発
表
さ
れ
た
ち
ょ
う
ど
あ
の
当
時
私
が
民
事
局
長
を
し
て
お
り
ま
し
て
、
い
わ
ば
親
族
法
お
よ
び
相
続
法
に
関する立案責任者になっておった関係から、この悪法の草案の発表があると同時に、民法をどういうふうに悪
法に基づいて改正すべきかということが、すぐ頭に浮んだわけであります。それで、当時の憲法草案第二十二
条、現行憲法の二十四条に該当する条文によって、［…］当時の現行法である民法が非常に恵法と違うのでは
な
い
か
と
い
う
こ
と
を
考
え
ま
し
て
、
［
…
］
ど
う
い
う
ふ
う
に
民
法
を
改
正
す
べ
き
か
、
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
、
一
応
私
が
試案的に要綱みたいなものをつくってみたのであります。
［
…
］
一
番
問
題
は
「
家
」
と
い
う
も
の
を
ど
う
す
べ
き
か
、
当
時
の
民
法
上
の
家
を
存
題
す
べ
き
か
ど
う
か
、
も
ち
ろ
ん
戸
主
権
で
い
ろ
い
ろ
な
問
題
の
あ
る
条
文
は
削
除
す
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
が
、
戸
主
と
い
う
も
の
ま
で
廃
止
す
べ
き
か
ど
う
か
と
い
うような点が非常に問題になるんじゃないか、それと表裏一体の関係になる相続の問題をどうするかというこ
とが非常に頭を悩ました問題で、私は二案、つまり、家を廃止しないで戸主の権利を非常に少なくする案と、
それから家を廃止するならどういう改正をなすべきかという案との二つを考え、それについて、いろいろ民事
局の人々と話し合って、アメリカ等の制度も参酌しながらつくり上げたのが、「民法親族編及び相続編の改正
に
つ
き
考
慮
す
べ
き
諸
問
題
」
で
す
。
悪
法
の
草
案
が
出
た
当
時
か
ら
こ
う
い
う
こ
と
を
よ
り
よ
り
相
談
い
た
し
ま
し
て
、
そ
う
してこの審議会ができた際にとりまとめて参考の意味で作ったのであります。」
「新憲法に基き民法親族編及び相続編中改正を要すべき事項試案（第一案）（司法省民事局とは「奥野前のもの
の説明のような意味で作ったわけです。」ということである。
その「諸問題」と二案をここで見てみよう。
「民法親族編及び相続編の改正につき考慮すべき諸問題（司法省民事局）［日付なし］［全文は「経過』二一
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
五
七
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「新懲法に基き民法親族編及び相続編中改正を要すべき事項試案（第一案）（司法省民事局と［日付なし］と並
ぶ第二案「非公式の幹事会（一一一・七・九）に提出されていた」［唄／竹下『新民法』三七四’三七五頁］
。我国ノ『家』ハ親族的共同生活ヲ表現スル日本特有ノ観念デアリ、古来ノ伝統的制度デァル民法ノ『家』ノ
制度ハ其ノ表徴デァッテ之ヲ存続セシムルコトハ新憲法二鼈モ抵触スルモノデハナイ（二一一条）。且シ戸主ヲ
「新葱法に基き民法親族編及び相続編中改正を要すべき事項試案（第一案）（司法省民事局）［日付なし］［全文
『経過』二一二－二一一一一頁］
ｌ
我
国
の
家
族
制
度
は
超
法
律
的
の
伝
統
的
存
在
に
し
て
、
民
法
上
の
「
家
」
は
現
実
の
家
族
制
度
と
遊
離
し
、
単
な
る
戸
籍
法
上
の
観
念
で
あ
る
。
又
民
法
上
「
戸
主
及
家
族
」
の
観
念
は
徒
ら
に
封
建
的
残
津
の
感
を
与
へ
る
が
故
に
寧
ろ
「
民
法
上
の
家
」
を
廃
止
し
、
「
家
籍
」
に
付
て
は
別
に
「
戸
籍
法
」
に
於
て
現
実
の
家
庭
生
活
の
実
憎
に
即
す
る
や
う
に
規
定
す
る
こ
と
。
（例えば世帯主を中心とするが如し）
２
故
に
親
族
編
第
二
章
第
一
節
乃
至
第
三
節
の
規
定
は
削
除
す
る
こ
と
及
び
「
家
」
に
関
係
あ
る
一
切
の
規
定
中
一
家
」
の
部
分を削除すること。」
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
’二一二頁］
４
家
の
問
題
に
関
係
し
て
戸
籍
法
を
如
何
に
改
正
す
べ
き
か
。
」
［
強
調
和
田
］
ｌ
家
の
問
題
を
如
何
に
す
べ
き
か
。
２
戸
主
及
戸
主
権
の
制
度
を
如
何
に
修
正
す
べ
き
か
。
３
戸
主
の
家
族
に
対
す
る
各
種
同
意
権
、
居
所
指
定
権
等
は
之
を
廃
止
す
べ
き
か
。
家
五八
Hosei University Repository
この二案につき、結局七月九日の「非公式の幹事会」で第一案が採択された模様であり、その二日後に臨時法制調
査
会
が
開
催
さ
れ
て
以
後
、
第
二
案
が
登
場
す
る
こ
と
は
な
い
。
この「非公式の幹事会」で何が検討され、何故第一案が採択されたのか。第一章で見た通り、この時期未だに政府
の憲法草案二二条（現行一一四条）解釈は、「法律上の『家』制度の廃止を要求していない」というものであったにも
かかわらず、第一案を採ったには、いかなる背景があったのか。無論、内閣・司法省に対して、その政策に拘束され
ず自由に答申する調査会・審議会を前提とした「幹事会」であろうし、「非公式」でもあり、二案を立てていた司法
省が事実上この「幹事会」を主催したと推定されても、政府・内閣の解釈に従う必要はない。また、「第一案」採択
も『家』廃止」方針決定の「契機」にとどまり、「公式」の調査会・審議会・起草委員会に対し逆にこの「第一案」
が拘束的効力を持つ訳でも無論ない。しかし、この「第一案」の採択で、「家」の廃止という一大方針が、民法・戸
籍法の改正に直接繋がるプロセス上、日本側で初めて明白に打ち出されたことになる。（卿）
「第二案」全文含めこの「非公式の幹事会」にまつわる記録は全く公表されていない。第一・二案に関連する他の
二次的史料を見てみよう。まず、我妻による回顧である。
中心トシテ作成セラルル『戸主』ノ制度ハ右親族共同生活体二属スル構成員ヲ把握スル極メテ便利ナ制度デア
ル。故二民法一一『家』ノ制度ヲ残スコトハ国民感情カラモ実際上ノ便宜カラモ適当デァル」「然シ家長ダル戸
主ノ家族二対スル権限ハ極力之ヲ縮減シ封建的色彩ヲ払拭スルコト、コレハ恵法一三条二添フモノデアル」
（以下略と
我妻私が改正事業に参加して最初にこれ［第一案］を拝見したときに、実は非常に徹底した改正をしよう
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
五
九
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我
妻
の
右
の
言
か
ら
す
れ
ば
、
我
妻
が
起
草
委
員
と
し
て
改
正
事
業
に
参
加
し
た
段
階
で
は
、
「
第
一
案
」
に
既
に
決
定
し
て
い
た
の
（厄）
で
あ
ろ
う
。
憲
法
草
案
二
二
条
の
「
法
律
上
の
「
家
』
制
度
の
廃
止
を
要
求
し
て
い
な
い
」
な
る
政
府
の
解
釈
、
加
え
て
、
起
草
委
員
会
幹
事
の
一
人
で
あ
っ
た
川
島
武
宜
に
よ
れ
ば
「
当
時
、
家
の
廃
止
を
云
々
す
る
と
政
治
的
に
失
脚
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
い
う
情
勢
だ
っ
（脆）
た
。
」
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
第
一
案
を
採
っ
た
に
は
、
い
か
な
る
背
景
が
あ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
我
妻
も
聞
く
通
り、ＧＨＱとの関係に関心を向けざるを得ない。（次節でこの点を考察する。）
右
の
「
非
公
式
の
幹
事
会
」
で
の
「
第
一
案
」
採
用
以
後
の
、
日
本
側
の
起
草
委
員
会
・
司
法
法
制
審
議
会
・
臨
時
法
制
審
議
会
に
於
（Ⅳ） 
け
る
「
家
」
廃
止
方
針
の
徐
々
な
る
安
定
化
の
ク
ロ
ノ
ロ
ジ
カ
ル
な
詳
細
過
程
描
写
は
他
書
に
譲
り
、
こ
こ
で
は
以
下
を
述
べ
る
に
と
ど
め
る
。
八
月
一
四
・
一
五
・
一
六
日
の
司
法
法
制
審
議
会
第
二
回
総
会
が
、
「
家
」
廃
止
方
針
の
（
妥
協
案
に
よ
る
）
第
一
次
安
定
化
で
あり、これが八月二一・二二・一一一一一日の（司法法制審議会の上部機構である）臨時法制調査会第二回総会で支持され
て更に安定したため、八月二六日、貴族院での木村司法大臣の憲法二四条の（ａ）二義的解釈、「『家』存廃とも可
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
六
○
と
し
て
お
ら
れ
る
こ
と
に
敬
意
を
表
し
た
の
で
す
よ
。
［
…
］
こ
の
第
一
の
と
こ
ろ
で
、
家
族
制
度
、
つ
ま
り
法
律
的
に
い
え
ば
戸
主
お
よ
び
家
族
と
い
う
も
の
を
廃
止
し
よ
う
と
い
う
こ
と
を
最
初
に
は
っ
き
り
い
っ
て
い
る
こ
と
は
非
常
に
進
歩
的
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
、
そ
の
理
由
と
し
て
述
べ
て
い
る
と
こ
ろ
は
、
批
判
の
余
地
の
あ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、
と
に
か
く
これを最初に示されたことが司令部との関係なんかで今度の改正事窒〈を非常に有利にしたと考えたのですが、
これをつくるについて非公式に司令部の意見を聞いたというようなことがありましたでしょうか。（「経過』一
（Ｍ） 
一一一頁。’一一’一一一一頁の奥野にすぐ続く。）
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能」とする運用選択肢存在論による「家」廃止方針の選択を引き出すこととなった二章・第二節．（４）参議院で
既
述
）
。
九
月
七
日
の
司
法
法
制
審
議
会
第
二
小
委
員
会
（
第
三
回
）
は
大
過
な
く
廃
止
方
針
が
決
議
さ
れ
る
が
、
九
月
二
日
の
司
法
法制審議会第三回総会で、「家」廃止方針は、廃止反対派の攻撃を受けることとなる。結果的にはこの攻撃にもかか
わらず廃止方針が改めて決議されたことで、第二次安定化となるため、この日付は重要である。
この曰の総会の概略の描写は、我妻・中川に少々奥野も加わった回顧にある（『経過』七○’七四頁、但し入江の
招聰・発言を「陰謀」と呼ぶ等、やや主観的ではある）。先ず、内閣法制局長官の入江俊郎を、「家」廃止反対派が
（この点のみ『経過」七一頁中川発言に従う）招いて、憲法二四条（草案二一一条）の解釈は（ａ）であり、「家」存置
も違憲ではない旨明言させた。入江発言の詳細は余り知られていないため、ここに再録しておく。
原
［
夫
次
郎
］
委
員
会
議
に
入
り
ま
す
前
に
一
寸
御
願
ひ
致
し
ま
す
。
当
審
議
会
創
立
以
来
問
題
と
な
り
ま
し
た
憲
法
改
正
草
案
第
二
十
二
条
で
す
が
、
民
法
の
家
族
制
度
の
関
係
が
あ
り
、
金
森
国
務大臣に右同条の説明を御願ひしましたが本日は貴族院の会議があり御都合でできないとのことで、入江法制
（川）
局長官に御願ひし御出席願ひました。尚同長官も公務の関係で一二時迄には帰らねばならないさうですから、
該条について会議に入ります前に、政府を代表しての御意見を承りたいと存じますが如何でありますか。
（多数異議ありません。）
有馬議長入江法制局長官に御説明を御願ひ致します。
入
江
委
員
憲
法
改
正
草
案
第
二
十
二
条
に
つ
い
て
御
説
明
致
し
ま
す
。
本条につきましては議会における質疑応答で明かになり、民法の改正につき考へますことは、要するに、個
人
の
権
威
の
尊
重
で
あ
り
ま
し
て
婚
姻
及
び
家
督
相
続
に
関
し
て
実
体
法
上
存
在
し
て
い
る
封
建
的
な
も
の
を
払
拭
す
る
こ
と
に
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
一ハーー
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（釦）
これを受けて複数の委員（原・北浦・長谷川等）かまり、
・憲法草案二二条は「家」廃止を要請していない、と判って驚いた
・ＧＨＱから特に「家」を廃止せよとの命令があったように聞いたから前回までは廃止に賛成した
・前回までの民法改正要綱案決定は、確定決議なのか、中間報告なのか
．（『経過』七二頁冒頭我妻発言に拠れば）中間報告ならば改めて決議し、「家」廃止という起草委員の方針を
根
本
的
に
（
「
家
」
存
置
へ
と
）
変
更
す
る
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
一ハーー
よって、国民は個人として尊重されることになるのであります。それは各々の場合について具体的に見なけれ
ばならないので、戸主及び家督相続については、民法改正案要綱の内容を批判しようとは恩ひませんが、本条
に
よ
っ
て
戸
主
の
制
度
が
絶
対
的
に
認
め
ら
れ
な
い
と
言
ふ
の
で
は
な
く
、
尚
家
督
相
続
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
り
、
従
っ
て
さ
ういふ制度を認めることは直ちに違憲とはなりません。抽象的に家督相続及び戸主の制度を認めることは差支
えないので、現行の戸主、家督相続の制度を具体的内容から見て民法改正案ができるのであると恩ひます。
戸主及び家の制度をなくすることも勿論違憲とはなりません。現行法の色々な効果から見て検討せねばなら
な
い
と
恩
ひ
ま
す
。
現
行
の
戸
主
及
び
家
督
相
続
を
や
め
る
。
家
を
廃
止
し
て
氏
で
規
定
し
て
行
き
、
財
産
承
継
に
つ
い
て
は
平
均に相続することにするか否についての問題は、例へば五人の子供に平均に財産を承継させるかと言ふことは
民事立法上の政策から立案されるのであります。懲法上は可能な二つの道がありどの道を選ぶかといふことで
す。それ以上は答申案の内容の批判になりますので私から申上げることは、以上に止めてご参考に供したいと
（旧）
存じます。
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との疑義が呈され、意見が述べられ、方針が示唆された。結局、今までのは中間報告であり再議に付す、という提案
〈別）
につき採決されたが否決された。（以上『経過』七一一’七四頁によるが、インデント部分も和田による要約である。）
これは、起草委員にとっても、
中
川
あ
れ
で
根
こ
そ
ぎ
ひ
っ
く
り
返
そ
う
と
し
た
の
で
す
よ
。
奥
野
ク
ラ
イ
マ
ッ
ク
ス
で
す
ね
。
「
経
過
』
七
四
頁
）
と認識されているが、客観的にも、次に見る経過から判断し得る様に、重要な節目であった。
この後九月一九日、貴族院で木村法務大臣が憲法二四条の（ｂ）一義的解釈、「家」廃止のみ可能とする運用上の
選択肢不存在論を採ることとなり、「家」廃止方針は更に一層安定化する。本稿第一章での理解の様に、木村の発言
が
、
司
法
法
制
審
議
会
・
臨
時
法
制
調
査
会
や
起
草
委
員
会
で
の
「
家
」
廃
止
方
針
を
基
準
と
し
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
二
日
の
司
法
法
制
審
議
会
で
、
「
家
」
廃
止
方
針
の
変
更
が
挫
折
し
た
が
ゆ
え
に
、
こ
の
一
九
日
の
木
村
が
（
ｂ
）
解
釈
へ
の
転
換
が
可
能
と
な
っ
た
と考えられる。尤も、「家」を制度として廃止する、という方針の最終的安定化はこの九月一九日の時点ではなく、
一○月二日’六日にかけての田所／牧野の一一四条（草案一一二条）修正案が否決された時である。以上の九月一一日よ
り後、この一○月六日の「家」廃止方針の最終的安定化までの過程は、既に一章で扱ったので、再言しない。また、
貴族院での修正案否決を受けて一○月二三・一一四日の臨時法制調査会第三回〈最終回）総会で、牧野が長時間にわた
って議論し、また民法改正要綱に修正案を提案するのも、「家」廃止自体には反対せず、「家」類似条項の導入を図る
ものに過ぎない。
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（四）（和田）
一ハーーー
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より間題なのは、日本側の主体的改正過程へのＧＨＱの関与であろう。以下、詳細を分析的に叙述はしないが、右
を換言した次の三点を念頭に置く必要がある。
（１）ＧＨＱの「家」存廃に関する公式／非公式方針設定の有無とその内容
（鰯）
ていたので、｜
明らかである。
（別）
ま
ず
、
日
本
側
に
つ
い
て
。
改
正
作
業
は
、
少
な
／
、
と
も
当
初
の
立
案
の
細
目
は
日
本
側
が
主
体
的
に
行
っ
て
い
た
の
で
あ
り
、
同
時
に
Ｇ
Ｈ
Ｑ
（
こ
の
場
合
は
主
に
Ｇ
ｓ
）
へ
は
公
式
の
調
査
会
・
審
議
会
・
委
員
会
で
の
審
議
内
容
・
決
議
・
決
定
な
ど
は
逐
次
報
告
さ
れ
（鰯）
ていたので、（１）（２）については明白ゆえ、詳述しない。（３）について以下の⑩の発言のＦ氏（Ⅱ我妻）の一一一一□に
の三点である。
ここでの問題は、日本側及びＧＨＱ各々について、
（鋼）
（
１
）
「
家
」
存
廃
に
関
す
る
公
式
／
非
公
式
方
針
設
定
の
有
無
と
そ
の
内
容
（
２
）
相
互
へ
の
（
１
）
の
伝
達
の
有
無
と
そ
の
時
期
（
３
）
伝
達
が
あ
っ
た
場
合
、
こ
れ
に
対
す
る
各
々
の
対
応
第
三
節
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
「
家
」
改
廃
方
針
・
そ
の
日
本
側
へ
の
第
一
款
日
本
側
史
料
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
蓬
六
四
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まず、この「第一案」に決定した時期の前後に、（１）（２）があったとする二次史料を見る。
こ
れ
に
対
し
（
１
）
（
２
）
は
な
か
っ
た
乃
至
な
か
っ
た
の
で
は
、
と
す
る
二
次
史
料
は
以
下
の
通
り
。
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（四）（和田）
（
２
）
Ｇ
Ｈ
Ｑ
か
ら
日
本
側
へ
の
（
１
）
の
伝
達
の
有
無
と
そ
の
時
期
（
３
）
Ｇ
Ｈ
Ｑ
か
ら
（
２
）
の
伝
達
が
あ
っ
た
場
合
、
こ
れ
に
対
す
る
日
本
側
の
対
応
（郷）
③
［
’
九
四
六
年
七
月
二
一
○
日
の
司
法
省
主
催
の
パ
ー
テ
ィ
ー
に
於
い
て
］
「
オ
ッ
プ
ラ
ー
氏
か
ら
「
家
を
ど
う
す
る
か
』
と
き
か
れ
た
の
で
『
全
面
的
に
廃
止
す
る
』
と
い
う
と
、
彼
は
『
実
は
僕
も
そ
う
思
っ
て
い
る
。
こ
れ
だ
け
は
ゆ
ず
れ
な
い
。
日
本
人
のうちに君のようなはっきりした考えをもっている人をみつけて大変嬉しい』といっていた。」（Ｃ氏Ⅱ川島、
（羽）
唄／竹下「新民法」二一七九頁）
④［同じパーティーでのオプラーの同発言について］「［オプラー］個人としても、またＧＨＱの方針としても、
（弧）
『家制度全廃』は既に決めていた」（川島）
五一頁）
②「民一
氏Ⅱ横田、
③
二
九
一
〈溺）
①「［民法の］改正の発端は憲法の改正であった。ＧＨＱからいわれた。オップラー［ママ］氏に呼ばれた。
（汀）
民事局として８℃考えていた。」問（Ⅱ竹下）「ＧＨＱからいわれたのは調査会官制公布以前か。」「然り、ＧＨＱ
と
司
法
省
と
の
折
衝
は
裁
判
所
法
か
ら
は
じ
ま
り
民
法
に
移
っ
て
行
っ
た
。
そ
の
時
意
見
を
出
し
た
の
は
オ
ッ
プ
ラ
ー
氏
で
、
『「家」は問題だ。戸主権・家督相続はいけない』といっていた。」（Ａ氏Ⅱ奥野、唄／竹下「新民法」三七八／
②
「
民
事
局
が
改
正
事
業
を
は
じ
め
る
前
に
Ｇ
Ｈ
Ｑ
と
の
関
係
が
な
い
わ
け
は
な
い
。
奥
野
さ
ん
は
二
案
を
考
え
て
い
た
。
す
な
わち『家』を残すか廃止するかで、それは知っている。それをもって最初に相談しているのではないか。」（Ｅ
同
前
、－〆
六
五
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成票を投じた際に、ＳＣＡＰは驚くと同時に、進歩的態度の表明としてその議決を歓迎した。
⑥「注目しておくべきことには、家の制度の全面的廃止［を日本側が決定したこと語）は、憲法の［内容の］実
田訳］
反
す
る
の
で
は
な
い
か
と
い
っ
た
よ
う
な
個
人
的
な
意
見
は
あ
り
ま
し
た
が
、
司
令
部
と
し
て
絶
対
に
家
の
制
度
を
廃
止
し
ろ
と
い
ろ
い
ろ
話
を
し
た
と
き
に
、
ウ
ィ
ー
ド
女
史
な
ん
か
の
個
人
的
な
意
見
と
し
て
は
家
を
廃
止
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
い
う
意
見
を
洩
ら
さ
れ
た
こ
と
は
あ
り
ま
し
た
。
［
…
］
そ
の
と
き
で
も
ウ
ィ
ー
ド
女
史
は
、
一
戸
主
の
権
能
を
廃
止
し
て
も
や
は
り
家
を
置
く
こ
と
は
個
人
の
尊
厳
、
憲
法
の
十
三
条
に
連
正面きって家の制度を廃止しろといったようなことは全然ありませんでした。［強調和田、以下同じ］ただ司
令
部
で
当
時
民
間
情
報
局
に
お
っ
た
ウ
ィ
ー
ド
女
史
と
よ
く
話
し
合
っ
て
み
て
く
れ
と
い
う
こ
と
が
あ
っ
て
、
そ
う
い
う
人
々
と
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
一ハーハ
⑤
奥
野
「
い
ま
世
の
中
で
非
常
に
誤
解
さ
れ
て
お
り
ま
す
の
は
、
家
の
制
度
の
廃
止
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
、
司
令
部
の
命
令
か
、
命
令
で
な
く
と
も
勧
告
的
な
も
の
が
あ
っ
て
、
そ
れ
に
従
っ
て
こ
の
家
の
制
度
の
廃
止
を
行
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
疑
わ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
私
は
そ
の
責
任
者
で
あ
っ
た
関
係
上
、
司
令
部
と
の
い
ろ
い
ろ
な
交
渉
は
い
た
し
ま
し
た
が
、
い
っ
た
こ
と
は
な
い
の
で
あ
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
、
あ
と
で
司
令
部
が
占
領
政
治
の
報
告
書
を
書
い
て
い
る
な
か
に
は
っ
き
り
で
て
お
り
ま
す
。
（
『
経
過
』
一
三
ｌ
〈帥）
一四頁。このあと、奥野は次の⑥をを引用する。）
度の］廃止に賛
［強調和田・和
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し
仮
り
に
起
草
委
員
の
当
初
の
構
想
が
『
家
」
の
存
続
に
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、
あ
る
い
は
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
干
渉
を
招
い
た
か
も
し
れ
な
い。［強調和田］けれども、当初から家の廃止が起草委員および司法省当局の一致した意見でありました。そ
の
こ
と
が
た
ま
た
ま
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
意
向
と
も
一
致
し
た
の
で
あ
り
ま
し
ょ
う
。
こ
の
点
を
誤
解
す
る
人
は
、
日
本
も
占
領
が
終
っ
て
独立したのだから、占領中に廃止させられた民法の家族制度も、そろそろ復活すべきだという議論をするが、
これこそ全く的はずれの議論だと思います。」（『経過』一○二’一○三頁。）
尚
、
特
に
⑤
奥
野
発
言
に
絡
ん
で
、
次
の
⑫
⑬
の
川
島
の
回
想
に
、
ま
た
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
方
針
に
つ
い
て
、
時
系
列
上
は
若
干
先
走
る
が
、
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
六
七
第三に、日本側ｌＧＨＱ相互間についての一一次的史料として、次の我妻の言がある。
⑩「僕個人としてはＧＨＱに干渉させたくなかった。それで［強調は和田］『家』をやめるという大前提をと
っ
た
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
大
い
に
喜
ん
だ
。
オ
ッ
プ
ラ
ー
だ
っ
た
ろ
う
。
同
方
針
に
は
賛
成
だ
、
大
き
な
点
に
安
心
し
て
い
る
。
こ
ま
か
（鯛）
な点は別として口出しはしない、といっていた。」（Ｆ氏Ⅱ我妻、唄／竹下「新民法」三七八頁）
⑪
「
我
妻
民
法
改
正
の
経
過
を
顧
み
て
感
ず
る
こ
と
は
、
占
領
中
に
改
正
さ
れ
た
他
の
法
律
に
比
較
す
る
と
、
民
法
の
改
正
は
占
領
軍
当
局
の
指
令
あ
る
い
は
示
唆
に
よ
っ
て
影
響
さ
れ
た
と
こ
ろ
が
、
も
っ
と
も
少
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
す
。
殊
に
一
番
根
本
に
な
る
『
家
』
の
廃
止
は
、
全
く
起
草
委
員
の
独
自
の
発
案
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
国
内
的
に
、
始
め
は
い
ろ
い
ろ
困
難
に
ぶ
つ
つ
か
っ
た
け
れ
ど
も
、
漸
次
各
方
面
の
理
解
を
う
る
こ
と
に
成
功
し
て
、
つ
い
に
法
案
の
成
立
を
み
た
わ
け
で
あ
り
ま
す
。
も
⑦
「
は
じ
め
［
要
綱
審
議
以
前
］
司
法
大
臣
と
Ｇ
Ｈ
Ｑ
係
官
と
の
間
に
相
談
は
あ
っ
た
か
も
知
れ
な
い
が
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
は
聞
い
て
い
な
い
し
、
な
ん
ら
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
な
か
っ
た
」
（
Ｂ
氏
Ⅱ
小
沢
、
唄
／
竹
下
「
新
民
法
」
三
七
八
頁
）
⑧
「
Ｇ
Ｈ
Ｑ
と
の
関
係
は
民
法
に
関
し
て
は
、
は
じ
め
の
頃
は
な
か
っ
た
。
少
く
と
も
僕
の
関
係
し
て
い
る
限
り
は
ア
ド
バ
イ
ス
はなかった。」（Ｄ氏Ⅱ村上、同前）
〈鋼）
⑨来栖分か》ｂない。
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
六八
⑭のブレイクモアの発言に注目しておく。
⑫「当時オプラーのところでは、民法の『親族編』、『相猩延編』の改正には必ずＣｌ＆Ｅの『婦人課』の意見を
徴することになっているとのことでした。婦人課長のミス・ウィード（固昌の』更の巴）（中尉？［ママ］）がイ
エ
ス
と
言
わ
な
い
こ
と
は
絶
対
パ
ス
さ
せ
な
い
と
い
う
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
じ
き
じ
き
の
指
令
が
オ
プ
ラ
ー
の
と
こ
ろ
に
き
て
い
た
と
い
う
こ
と
を
、
オ
プ
ラ
ー
が
私
に
言
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
う
し
て
、
し
ば
し
ば
ウ
ィ
ー
ド
さ
ん
の
と
こ
ろ
か
ら
、
（錨）
『これはいけない』、『あれはいけない』と一一一一□ってきます。」
⑬
「
わ
が
当
局
と
オ
ッ
プ
ラ
ー
氏
と
の
会
談
に
ウ
ィ
ー
ド
氏
が
立
ち
会
っ
た
こ
と
も
ま
れ
で
な
い
し
、
ま
た
立
ち
会
っ
て
い
な
い
と
き
に
も
オ
ッ
プ
ラ
ー
氏
は
『
ウ
ィ
ー
ド
氏
の
意
見
を
き
い
て
こ
た
え
る
』
と
返
事
す
る
の
が
常
で
あ
っ
た
」
（
Ｃ
氏
Ⅱ
川
島
、
唄／竹下「新民法」三八○頁）
⑭［一九四七年五月一二日から七月七日迄の十八回に亙る司法省とＧｓの民法改正苣安卒に関する会談を回顧し
て
、
殆
ど
全
て
の
会
談
で
Ｇ
Ｓ
側
を
一
人
で
代
表
し
た
ト
ー
マ
ス
Ⅱ
ブ
レ
イ
ク
モ
ァ
曰
く
］
「
社
会
運
動
と
法
律
関
係
の
も
つ
れ
の知識が浅かった。学問的研究も出来ていなかった。したがって、能力・知識の点で改正には自信がなかった。
個
人
的
に
も
疑
問
が
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
種
の
法
律
の
改
正
は
早
過
ぎ
る
。
十
分
な
土
台
が
な
い
の
に
外
国
に
影
響
さ
れ
て
、
少
数
の
人
々
で
改
正
が
行
わ
れ
た
の
で
は
、
学
問
的
に
無
意
味
だ
し
危
い
。
し
か
し
な
が
ら
Ｇ
Ｈ
Ｑ
と
し
て
は
占
領
目
的
に
あ
わ
な
い
も
の
が
あ
れ
ば
、
改
正
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
こ
の
間
に
矛
盾
が
あ
っ
た
。
…
…
［
マ
マ
］
ど
の
よ
う
に
改
正
す
る
か
と
い
う
目
的
は
わ
か
っ
て
い
た
が
具
体
的
に
ど
う
い
う
改
正
を
行
う
か
に
つ
い
て
は
自
信
が
な
か
っ
た
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
日
本
政
府
を
刺
激
し
て
、
日
本
政
府
に
案
を
作
ら
せ
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
た
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
強
制
権
は
も
っ
て
い
た
か
も
知
れ
な
いが、私は強制権は使いたくなかった。間接的には使ったかもしれない」（唄／竹下「新民法」三八一一一’三八
以上を見る限りでは、前記の（２）（３）は辛うじて若干の状況が判明するものの、より重要な（１）のＧＨＱの
いが、
四頁）
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「家」存廃に関する公式／非公式方針設定の有無とその内容は不明瞭であり、従ってＧＨＱの日本側への影響の度合
いも測定できない。換言すれば、従来日本で知られた史料に拠れば、改正作業にあたった日本側に対し、法制改革を
所轄したＧＳも他部局も、「家」全廃の意向を端々に匂わせながらも、これを公式方針と言明した記録はない。本当
に公式方針でないのか、また内部的には確定方針があったのかは、以下のＧＨＱ側の内部文書の（主に一次的）史料
で初めて明らかになる。
（１）確かに一般に言われる如く「実体法」としての民法の「手続法‐｜としての戸籍法、という位置付けが可能である。しかしながら留
保しておくべきは、別の面では更に「実体法」ｌ「手続法」の関係を越え、民事法の実体的側面すら戸籍法が、過去に於ける如く現在
でも、規定している事も見逃せない。実体法ｌ手続法（「形式法」なる位磁付けについては、さしあたり谷口知平三Ｐ籍法』［第三版］
有斐閣、三’四頁。この関係を越える点につき、発達史面からは例えば福島正夫／利谷信義「明治前期における戸籍制度の発展」福島
編『「家」制度の研究資料篇一」重尿大学出版会、一九五九年、七八’七九、及び八三’八四頁。現行法連用面からは、付表２「参
考文献リスト｜中の唄、西村等の（殊に氏・戸籍に関する）諸論考を見よ。
（２）理解を容易にするため対照的例として、今双方の両親（四名〉が健在の婚姻した夫婦とその未成年・未婚の嫡出子を想定しよう。
法律上の「家」のない現行民法・戸籍法下では、個別の戸籍を見ずとも（養子・氏等の少なくとも統計上は例外的なケースを一旦除外
すれば、基本的には）四両親と夫婦は別戸籍、夫婦と嫡出子は同戸籍に記載、と法文上一義的に決定される。ところが、明治民法・
（大正四年成立）戸籍法下では、（夫婦と嫡出子は基本的に同戸籍と推定されるが）夫婦のどちらが相手方の「家」に入る婚姻であった
か．分家したか、等の要因により、四両親と夫婦は「夫とその両親一又は「妻とその両親」が同戸籍の場合、更にやはり別戸籍の場合、
全てのケースがあり得る。具体的にはそれは個々の戸籍簿Ⅱ二単位の「家」）を見なければ判らず、換言すれば見れば前記婚姻の構
成・分家の有無等は一覧して判る。
（
３
）
因
み
に
、
江
戸
末
期
・
明
治
前
期
の
成
立
過
程
上
、
「
戸
籍
法
」
と
は
戸
籍
の
編
製
方
法
の
集
成
で
あ
っ
た
。
前
柱
（
１
）
掲
載
の
福
島
正
夫
／
利
谷
信
義「明治前期における戸籍制度の発展」福島正夫編『「家」制度の研究資料篇一」三四頁参照。無論、その後戸籍法自体が単なる編
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
六
九
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
七○
製方法以上の意味を持つようになったことは言うまでもない。
（
４
）
戦
後
の
民
法
改
正
過
程
の
研
究
状
況
（
「
は
じ
め
に
」
も
参
照
さ
れ
た
い
）
に
応
じ
た
本
稿
の
対
応
に
つ
い
て
述
べ
て
お
く
。
我
妻
編
『
戦
後
に
お
け
る
民
法
改
正
の
経
過
』
二
九
五
六
年
）
を
初
め
と
す
る
基
本
的
一
次
史
料
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
容
易
さ
も
あ
り
、
こ
れ
ら
に
基
づ
い
た
先
行
研
究
も
多
く
、
本
稿
で
は
そ
れ
ら
で
為
さ
れ
た
基
礎
作
業
に
依
拠
し
つ
つ
、
（
無
論
、
本
稿
の
目
的
上
重
要
性
が
低
い
か
、
高
く
て
も
異
論
の
な
い
限
り
で
）
こ
の
詳
細
を
単
純
に
繰り返すことは行わなず、参照するか、簡単に要約するに留める。戸籍法との関迎に重点を絞り民法改正過程を捉えているためである。
（
５
）
民
法
改
正
過
程
全
般
の
ク
ロ
ノ
ロ
ジ
ー
は
、
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
樫
が
、
初
期
に
は
ほ
ぼ
一
体
と
な
っ
て
進
ん
だ
た
め
、
双
方
の
関
迎
付
け
が
必
須
で
あるが、民法改正全過程・戸籍法初期改正過程のクロノロジーにつき、『経過』二○五’二○六頁〈詳述しないが、この年表は所鋼
「
我
妻
文
瞥
」
に
も
原
典
ｌ
和
田
も
閲
覧
し
た
ｌ
が
収
め
ら
れ
て
い
る
、
法
改
正
当
時
の
直
接
関
係
者
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
た
も
の
の
再
録
で
あ
り
、
そ
の
信
魁
性
は
高
い
と
思
料
さ
れ
る
）
。
更
に
詳
し
い
も
の
と
し
て
、
堀
内
節
『
家
事
審
判
制
胚
の
研
究
』
中
央
大
学
出
版
部
、
一
九
七
○
年
、
一
二
四
五
’
一
二五六頁（家事審判法に重点を腿いているが、民法改正過程についても股も詳しいクロノロジー）。
尚、堀内の同前書については、「はじめに」の先行研究紹介でも若干述べたが、その問題点を本性でまとめて述べておく。（他の文献
に
比
し
て
、
堀
内
を
や
や
重
点
的
に
批
判
す
る
こ
と
に
な
る
の
は
、
堀
内
の
研
究
が
改
正
過
程
の
詳
細
を
扱
っ
て
お
り
、
本
稿
と
関
心
を
共
有
し
て
い
る
か
ら
に
他
な
ら
な
い
。
）
抑
々
、
堀
内
同
掛
前
注
部
分
が
民
法
改
正
過
程
を
対
象
と
し
て
、
一
次
史
料
を
整
理
し
、
二
次
史
料
（
座
談
会
記
録
等
）
の
中
の
改
正
の
直接関係者の言表に見られる政治的含意を批判的に認定しつつ、改正過程を再櫛成しよう（以上、主に「第五新憲法の要識による
民
法
改
正
と
家
事
審
判
制
度
」
の
内
、
前
半
部
分
の
大
半
に
あ
た
る
二
三
四
－
二
六
一
頁
）
と
い
う
問
題
関
心
自
体
、
ま
た
こ
う
し
た
部
分
に
限
っ
て
は
堀
内
に
よ
る
批
判
・
繕
論
も
、
本
稿
と
一
致
す
る
。
堀
内
が
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
内
部
文
懇
（
及
び
戸
籍
法
に
つ
い
て
は
、
本
文
の
以
下
の
通
り
一
九
八
二
年
以
後
の
日
本
側
の一次・一一次史料）等を参照し得なかったためもあって、右記「第五」の内、’一二八’二三四頁及び後半となる「三民法改正耶業欠
陥」なる小見出の付された二六一－二九六頁に見られる、堀内による「批判」には問題点があることは既に述べた。例えば、噸／竹下
「新民法の成立」中の、「ｃ氏」を（その後一九九二年に公表された槻にｌ後述）川島とはせずに全般的に我妻と推測するのは、公表
前ゆえ若干やむを得まい。しかし、問題点の原因はそれだけではない。的外れ（のみならず若干滑稽な誤り）とも思われる例としては、
一九四六年七月三○日時点での、「オップラー氏から『家をどうするか』ときかれたので『全面的に廃止する』というと、彼は『実は
僕もそう思っている。これだけはゆずれない。日本人のうちに君のようなはっきりした考えをもっている人をみつけて大変婚しい』と
いっていた。」という発言者を、堀内は我妻と解している（‐・）。これは「ｃ氏」Ⅱ川島である。（唄／竹下「新民法」三七九頁ｌ堀
内同轡二六四頁引用、また当時の状況等は本稿本章・第三節・第一款にこれを「③」として引用している前後を参照。）
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堀内が我妻・オプラー双方を「家」制度廃止推進派とする理解が結論先取的に史料に読み込まれ過ぎている嫌いがある。堀内は、こ
の
時
点
で
は
我
妻
・
オ
プ
ラ
ー
が
お
互
い
に
「
家
」
廃
止
へ
の
協
力
を
約
し
た
と
す
る
の
で
あ
ろ
う
か
？
この関連では、堀内が「氏」に関する川島によるオプラーの民法改正第２次草案への反応のエピソードを取り上げ（以下の詳細は本
稿本章全体及び同第四節を参照）、「この既述でも判る通り、司法省関係者はＧＨＱの係官と話合いで改正要綱起案［四六年七月二○日
頃］前から［！］家制度を廃止することを約束［！］しているのである。それゆえ、オップラーは改正法案・第二次案において「氏」
を
持
ち
出
し
た
の
を
家
の
復
活
と
見
て
、
背
信
行
為
と
き
め
つ
け
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
」
と
す
る
の
だ
が
、
こ
れ
は
、
ま
さ
に
こ
う
い
う
事
態
を
回
避
す
べ
く一旦日本側に起草作業を一任したＧｓ乃至オプラーに対する堀内の無理解を露呈している。堀内同書刊行の一九七○年の段階で知り
得た史料でも、（推測にせよ）右の理解は支持し得ない。
我妻については、堀内は逆に、本稿右の箇所で「⑩」として引用した、「Ｆ氏」（これが実際は我妻）による発言は、戦略的な理由で
（のみ？）「家」廃止方針を採った、とも読めるが、堀内はこちらを小沢（当時の司法省民事二課・改正過程後半では「民法調査室」室
長となる）としている（堀内同書二六四頁）。その他、小沢を誤って中川と解している。（奥野・村上・横田の三氏は堀内の推測も正し
い。）（堀内同書二八七頁の堀内注（２）を見よ。）
（６）尚、将来的に民法改正過程を全面的に究明するためには、一九四七年七月から一二月までの民法改正に関わる国会審議を概観し、
現
在
ま
で
殆
ど
先
行
研
究
の
対
象
と
さ
れ
な
か
っ
た
、
民
法
上
の
「
家
」
制
度
廃
止
に
対
す
る
片
山
内
閣
・
政
権
の
影
響
を
考
察
す
る
こ
と
が
、
今
後
必
須
と
な
ろ
う
。
既
に
研
究
作
業
は
進
め
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
割
愛
す
る
。
私
見
で
は
、
改
正
民
法
が
そ
の
内
容
を
以
て
国
会
を
通
過
し
た
こ
と
に
は
、
片
山
内
閣
の功績が比較的大きかったと思われる。また、元々弁護士であった片山哲には（戦前・戦後ともに）民法に関連する著作〈研究轡では
ない）がある．例えば、『婦人の法律」新生社、一九二三年、「新時代の婦人の法律』新思潮社、’九四七年（六月二○日発行ｌこれ
は
片
山
内
閣
発
足
の
時
期
と
ほ
ぼ
一
致
ｌ
、
脱
稿
は
「
ま
え
が
き
」
「
緒
言
」
が
同
年
三
月
な
の
で
こ
の
頃
か
？
民
法
改
正
の
時
期
に
あ
っ
て
今
後
の
民
法ｌ家族法のあり方を論ずろもので、冒頭「まえがき」一頁に「民法改正案としないで、根本改革の意味で、家庭法の名称で審議した
いものである」とあり、巻末の「付属資料３」の「史料兎）」で片山がこれを実行に移そうとしたことが知れる）、「日本婦人の法徽
上の地位」片山箸『日本社会主義の展開』新思潮社、一九四六年（五月二五日発行）、一三四’一四三頁（内容から、啓蒙を意図した
講演の再録かと推測される）。「史料（鋼）」は、ＧＨＱ文轡、国・〆皀・・扇＆可○一口の『一三のへ目ヨロの『函（９）（の己）Ｑ『一一。。□の‐］四℃目のいら
『①昌（』）・少巨、．』①念，や［⑪一。］・豊の①一ｚ『・恥扇‐】＆覇にみられる、一九四七年六月二○日前後’七月一日頃に作成と思われる、片山首相
本
人
の
発
案
（
作
成
は
司
法
省
で
あ
ろ
う
が
）
の
「
家
庭
法
」
草
案
。
第
一
条
か
ら
第
九
五
条
親
権
ま
で
。
続
き
は
見
当
た
ら
な
い
。
（
既
存
の
資
料
、
又
時
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
七一
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危
）
「
第
二
案
」
に
付
随
し
て
唄
／
竹
下
が
持
っ
て
い
な
い
か
。
公
表
が
望
ま
れ
る
。
（Ｍ）これは、この座談会が行われた昭和二八年二月一四’一五日という時期が、民法再改正（いわゆる「逆コース」中の、「家」制
度復活の動き）の可能性が残っていたことを考えれば、ＧＨＱの影響を奥野に否定させ、日本人独自案の「家」廃止ゆえ、再改正の必
要はない、という結論（『経過』一○二’一○三頁の我妻発言）へもっていこうという、意図的な質問であろう。
（旧）「第一・二案」双方を並べて見、選択は未定である、と司法省に言われれば「徹底した改正をしようとしておられる」ことにはな
らず、「敬意を表した」ともならないであろう。
（畑）「Ｃ氏」Ⅱ川島武宜発言、唄／竹下「新民法』三七九頁。尚、実名でも川島は、一九七一年初出・公表のインタビューで、全く同
じコンテクストを語る中で「当時はまだ、そういうことをはっきり言うのに若干勇気が要る社会的雰囲気でした。」と言う。『軌跡』二
（、）同前、三一二頁。
（
ｕ
）
同
前
、
二
六
○
、
二
六
二
頁
。
運
営
に
つ
い
て
の
諸
大
臣
の
発
言
等
に
つ
い
て
は
、
同
二
六
二
頁
。
一
次
史
料
と
し
て
「
臨
時
法
制
調
査
会
に
関
す
る
閣
識決定」（一一一月一五日、含む「臨時法制調査会迎営方針」）は一一二四’三一六頁。
（⑫）この経総につき、同前二五八’二六一一頁、｜一案の（一次）史料は同三○二’三○四頁。一一五九頁によると、採用された第一案は
「
法
律
案
は
九
月
乃
至
十
月
ご
ろ
臨
時
議
会
を
招
集
し
て
こ
れ
に
付
議
す
る
こ
と
と
し
、
こ
れ
ら
の
関
係
法
律
の
立
案
に
つ
い
て
は
法
制
調
査
会
を
も
う
け
よ
うという案」であるので、調査会の当初予定は七’八月と推定し得るであろう。第二案では六月二一日から七月三○日が法典調査会、
八
月
一
杯
が
Ｇ
Ｈ
Ｑ
と
の
打
ち
合
わ
せ
、
と
な
っ
て
い
る
の
で
、
大
差
は
な
い
。
この時期につき、中川善之助が「民法改正覚え書」一頁、同『新民法の指標と立案経過の点描」所収（朝日新聞社、一九四九年）で
「リンジホゥセイチョウサヵイーーイィントシテサンカゴキョウリョクネガェルャ」［強調は和田］なる電報を受け取ったのが一九四六年
の「一月頃であったと思う。」と言うのは、「臨時」の文字が入っていたならば、また抑々憲法改正過程からしても、明らかに三月以降
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
七二
間的拘束からして作らなかった可能性が高いと思われる。）
（７）座談会「占領政策は行き過ぎだったか」（出席者我妻栄・宮沢俊義・鈴木竹雄・田中二郎・兼子一・石井照久・団藤璽光）『ジュ
リスト』一一一○号（一九五三年三月一五日号）、三五頁○詳細は本稿の第四章・第一節・第一款（１）末尾に直接引用する予定である。
（８）懸法調査会事務局『日本国愈法成立の経緯」（遼資・総第四十六号）、’九六○年、二六○頁。（入江俊郎述。）
（９）同前、三○九頁。
の誤りであろう。
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一三頁。また別の同様のエピソードに絡んで「当時のわが国の思想の［保守的］状況は、今日［インタビュー時］はではとても想像も
できないものである」と言う。「軌跡」二二九頁。初出「書斎の窓』一一五六号（一九七六年九月号）二二頁も同文。但し、これもあく
ま
で
川
島
の
主
観
的
な
見
解
で
あ
る
こ
と
は
留
保
し
て
お
く
。
（町）堀内前掲（注５）二三八－’’五五頁（民法改正過程の全体は二六一頁まで）が参考となる。
（肥）この九月一一日の段階では、既に第一章・第二節．（４）で見た通り、金森・木村とも（ａ）の下で「家」廃止を選択している訳
であるから入江も同説を採ろうし、その意味では三者の誰でも良いことにはなる。しかし直後の九月一九日に、木村は（ｂ）説へと
「変節」しており、この九月一一日は実にご『の８１。〔］⑪な時期であり、殊に廃止反対派にとっては、政府の統一見解として「家」存極は
違憲ではないと言わせる結果的には「最後のチャンス」であった訳である。
（
⑲
）
内
藤
頼
博
『
終
戦
後
の
司
法
制
度
改
革
の
経
過
（
第
二
分
冊
）
’
一
頭
務
当
局
者
の
立
場
か
ら
Ｉ
』
司
法
研
究
報
告
醤
第
八
巻
第
一
○
号
、
一
九
五
五年、三一五’三一六頁。三一五頁に拠れば「鍍珈概要（野口掛紀録取）」とのことであり、あくまで発一訂の概要であり、速記録では
な
い
よ
う
で
あ
る
。
尚
鼠
こ
の
閲
迎
で
の
後
刻
の
発
言
の
「
譲
駆
概
要
」
も
存
在
す
る
と
み
ら
れ
る
が
、
再
録
は
本
緋
で
は
残
念
な
が
ら
省
略
さ
れ
て
い
る
た
め、次々注の我妻文瞥に頼らざるを得ない。
妬
）
本
稿
第
一
章
・
第
二
節
。
（
３
）
衆
搬
院
に
引
用
し
た
、
同
じ
く
原
・
北
浦
の
発
言
も
比
校
参
照
せ
よ
。
（
別
）
こ
の
間
の
簡
略
な
繊
事
録
は
、
我
妻
文
鴨
・
民
法
・
民
法
改
正
・
１
．
戦
後
民
法
改
正
資
料
（
二
・
２
１
臨
時
法
制
調
謹
会
第
三
部
会
魏
蛎
録
（
法
制局保管）の内、「第３回第三部会Ｓ’２１，９．１１．」で原本を見ることができるが、『経過』七四頁にも引用がある。
（理）ここでは、ｏｂｐｌｇ齢農具河骨ミ・己ロ・ＥＩ』巴（和訳、オプラー『法制改革』九五－一○二頁）に、民法改正についてのオプラー
自身による概括的な記述があることを指摘しておく。（また和英各々の鍛終頁には戸籍法についても短いが重要な言及があるｌオプ
ラーはここで、戸籍制度の廃止は不可能であったことを（若干自己弁護的に）述べている。）
同誓は原轡刊行の一九七六年に初めて参照可能となった比較的新しい文献である。本節第二款では、本稿巻末「付属資料３」中のＧ
ＨＱ内部文書の多くを検討したが、これを踏まえれば、オプラーの同書は、第一に、民法改正過程に於ける具体的なＣｓ／ＧＨＱの方
針の決定過程や、日本側との人的コンタクト、といった詳細平悩を解明はしていない。例えば、本節第二款でいう「第二期」における
ＧＳの「家」廃止に関わる「公式意見」等の点は捨象されている。第二に、こうした点を別にすれば、オプラーの叙述は、和田が参照
し得た史料・文献から読み取れる改正過程の大枠からは、特に「第一期」については、逸脱していない。以上の二点双方の理由から、
以
下
で
は
オ
プ
ラ
ー
の
同
轡
は
逐
一
引
用
は
し
な
い
。
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
七三
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土」という含意はない。
（皿）既に史料上も周知（
（
翌
例
は
枚
挙
に
暇
は
な
い
い
て
も
、
例
え
ば
史
料
（
法
学
志
林
第
一
○
｜
巻
第
三
号
七
四
尚、本稿末尾に褐戦する予定である「付属資料ｌ」の川島インタビューで、川島が、オプラーはト畠貝幻ミミヨ出版の際に、民法改
正に関わる全ての事憎は醤かなかった、と川島に伝えてきた、と言っているのは、右の第一の点と符合している。
（羽）ＧＨＱについて、ここで「公式」というのは単に、「（少なくともＧＨＱ内部では）匿Ｃ霞Ｃ菌『》な」という意味で、「外部にも公表し
“）既に史料上も周知のことなので詳述しないが、例えば唄／竹下「新民法」三七七－三七九頁を見よ。
麺）例は枚挙に暇はないが、「付属資料３」の史料（⑩）及びその解説箇所を臨時法制調査会について参照。また司法法制審議云云につ
いても、例えば史料（肥）・史料（Ⅳ）も一九四六年八月一六日の司法法制審鎚答第二回総会の民法改正要綱案決定をオプラーが即座
に川島・内藤から聞き出して枳榎し、三日後の一九日には、上司のホイットーーー准将に瞥面で報答していること、などを見よ。（尚、
後者の史料は宍巨１⑫〔のどの『・属Ｑａ」Ｃ○○の劃・弓．ｇ」‐呂悼・スタイナー同和訳「民法典」、四三一頁にもある程度詳しく引用されている。）
右の史料（１０）は、ＧＨＱ文轡、国（）×。。函一念・句・’○の『ヨ］のヘ目ヨワの『》冨津Ｃｏの国８戸臼シロ『】一」むち‐］巨一竜』の急の胃の［Ｚ『・“ｏの
（ロ）Ｃ二ｓ》圏］巨一罠］⑤急》冨【｛ｐ○⑭⑫ご巴両○弓口巴⑪。己君号］巨禺】、の三一三雲『竜ＣＯヨョ旨のｃｏｏ。８日。二言一三］且】Ｃ旨一回目Ｆの恩］宛の‐
【・【日日・Ｐ・国Ｆ少宍向三○丙同国日・←・は、臨時法制調査会との連絡体制はできているが、司法法制審議会とのコンタクトも、ＧＳは事
前
に
法
改
正
の
情
報
を
確
保
［
駕
目
『
の
｜
で
き
る
し
、
Ｇ
Ｓ
の
態
度
を
伝
え
う
る
の
で
有
用
、
と
す
る
。
こ
の
文
書
に
よ
り
、
ま
た
詳
述
し
な
い
が
、
同
年
七
月
一
七
二
九
日
付
の
文
書
で
も
、
Ｇ
ｓ
が
い
か
に
密
接
に
臨
時
法
制
調
査
会
と
連
絡
を
取
ろ
う
と
努
力
し
て
い
た
か
が
分
か
る
。
こ
れ
は
日
本
側
に
自
由
に
改
正
草
案
の
初
案
を
作
ら
せ
る
こ
と
と
、
そ
れ
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
な
い
ま
で
も
十
分
に
ウ
ォ
ッ
チ
す
る
こ
と
と
が
、
コ
ロ
ラ
リ
ー
に
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あろう。七月一九日付文轡では塵⑫（ゆの、『の国１四一「Ｃ『）勺ロＱ即ち、臨時法制調査会のための（ＧＳ内の）事務局を作って、ロぐ賦目
曰
の
担
当
が
オ
プ
ラ
ー
に
な
っ
て
い
る
。
次に、史料（旧）・史料（Ⅳ）により、一九四六年八月一五’一六日の、Ｇｓと日本側立法関係者との間の会談の様子が知られる。
出
席
者
は
、
オ
プ
ラ
ー
・
川
島
・
内
藤
で
あ
る
。
史料（旧）は、ＧＨＱ文書、団○制ご・・一ｍｇ・句Ｃｌ：『ニニのヘ目目す⑩『”（］『）Ｑ『一一○８の］垣急（】）》三ｍ『・】＠急．⑫の己一・一①念》ｇの①→Ｚ『・餌屈‐
〕
ｓ
ゴ
・
こ
れ
は
、
次
の
史
料
（
Ⅳ
）
の
文
書
中
の
、
四
六
年
八
月
一
五
’
一
六
日
の
川
島
か
ら
の
談
話
の
記
録
と
ほ
ぼ
同
内
容
の
オ
プ
ラ
ー
の
ド
イ
ツ
語
メ
モである。川島からの聞き轡きのメモと見られる。
史料（Ⅳ）は、ＧＨＱ文轡、ｍｏＨｐＣ・堕台・句。一旦の『二二のへ目ヨワの同三［（◎の、）ロ。。【』・際の①芹Ｚ『・釦。の（国）ｓ］量］⑫鈩巨的巨⑩【ご念．
富津ｐｏの》のご巴両の目勾の【。『曰。｛厩昌一］Ｆ色看・ワ］。ｇ一円・屡ｏｐｓのロ『◎侭『●鶴・『言の『の『。『ヨミ・『云旨一三の二の】二．ご呂目の⑩の『旬ヨゴー『
Hosei University Repository
（羽）Ｃ氏Ⅱ川島の発言、唄著作集、五一頁、実名につき七八頁）。なお、この唄同書同簡所に加え、一九七七年一○月二三日に独自に
行
っ
た
川
島
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
も
基
づ
く
ス
タ
イ
ナ
ー
は
、
オ
プ
ラ
ー
が
川
島
の
「
家
」
全
廃
の
主
張
に
同
意
し
た
と
述
べ
る
が
、
こ
れ
は
オ
プ
ラ
ー
の
個人的意見、との（唄同瞥同箇所とは若干異なる）ニュアンスである（の冨冒の『・農Ｑご――Ｃ８Ｐ３ごっ・』召‐」やＰ色目凶③．（Ｃｃ－ｐＣ－Ｃ患・和訳
スタイナー「民法典」四三○頁木‐文、四五一一頁注（ざ）。他方で、川島『軌跡』二一二’二一一一一頁は、川島の「家族制度の廃止」の主
張に対しオプラーが「［…］のｐ８冒息ごｍだ」と述べたというものの、オプラーの自身の意見を明白には記していない。
（釦）本稿末尾に掲載予定の「付属資料１｜のインタビュー。
（釦）次注を見よ。そして、我妻がこれに同意する。但し、ここ『経過』一四頁で我妻はスタイナーの論文【貝【の冨冒の『・言『冒幻のぐ一‐
砂一。。。『ＳのＱａ－ＯｏＱの。『］四目冒勺『○く回◎己⑫シ〔房具冒、三の厩ョ一一］一薊旦冨均弓陣厨荷ョＣ目三⑮「唇・ぐ。’・貝・Ｚ。．』局のロ『目『］』＠ｓ》ロロ・
］②〒］瞳を引用するが、これは誤りで、我妻が引用しようとした内容は別の論文【Ｅ『戸印旨旨月震で。⑪冒餌『Ｃｇｐ駒の②冒昌の］眉目研Ｃ
Ｑぐ一一○Ｃ月・占切三農。．Ｆ・幻の『・鵠⑤（］＠ｇシ后巨⑫一）七・呂囚にある。尚、右のスタイナーの英文一一論文の紹介が、我妻柴「アメリカにお
ける改正民法の紹介」『私法』４号二九五一年）、一一’五○頁にある。
（記）奥野はこの箇所を、（記録上は口頭で）「スキャップとしてはこれを命令しなかった」と訳し、更に次の和田訳「［…］賢明ではな
か
ろ
う
と
い
う
考
慮
に
基
づ
い
て
い
る
」
の
箇
所
で
原
文
に
は
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
繰
り
返
し
「
ス
キ
ャ
ッ
プ
と
し
て
は
［
…
］
賢
明
と
は
考
え
な
か
っ
たから命令しなかった」としている。奥野がこの点を「命令」という強い用語を用いて、そうではない、と否定することに（若干意図
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
四
）
（
和
田
）
七
五
ンスを欠くが。）
（師）一九四六年
（
躯
）
日
付
に
つ
い
盲君・雪・と記された上で、「殊に川島教授は、八月一四・一五・一六日の［司法法制審議会第二回］総会での議論について価値ある内部
悩報を提供してくれた。」［和田訳］とある。（同年八月二一’二三日が臨時法制調査会第二回総会であることを想起せよ。また、本文
轡には四六年七月三○日の小委員会のまとめも記録されている。）
〈妬）以下、オプラーの名の表記が、引用文献に「オップラー」とあるものは、そのままとし、いちいち「［ママ］」とは断らないことと
する。（主に三章以下の「マッコーミヅク」の表記を「マコーミック」に統一したｌ該当箇所の関連注で断ったＩのとは若干バラ
印）一九四六年七月二日。堀内前掲（注５）一○三五頁所引の「臨時法制調査会官制」（出典は同七月三日官報）に拠る。
四
）
日
付
に
つ
い
て
オ
プ
ラ
ー
『
法
制
改
革
』
一
三
五
頁
、
ス
タ
イ
ナ
ー
「
民
法
典
」
四
三
○
頁
本
文
、
四
五
二
頁
注
（
釦
）
か
ら
一
応
こ
う
し
た
特
定
が
で
きる。川島『軌跡・一一一一二頁の「臨時司法制度調査会が発足する直前」というのは、「臨時法制調査会が本格的に活動を開始する直前」
の意であろう。
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
三
号
七六
的・「政治的に」）重点を腿いていることが原文とのギャップからも窺われる。これは「経過』の座談会当時二九五四年）乃至『経
過』公刊当時二九五六年）の民法再改正に絡む政治的状況と無関係でない。単純化して言えば、起草委員会メンバー達は「家」制度
復活という民法再改正には反対であり、本文の⑤奥野発言．この後の⑪の我妻発言．及び我妻による「はしがき」（『経過』二頁）にも
見る通り、ＧＨＱの命令ではなかったのだからゆえに、「ＧＨＱの命令」を理由とする再改正論には根拠がない、と（意図的・「政治
的」にも）主張するのである。
（鋼）巴冒§（司自爵菖自首ａ旨、§・陸８『§Ｃｓ』ｂ含ざめ８５冨圖』や島・記§・ゴミ○○国司三富三目田蜘のご○員ｍ§局量⑩ｇ言，
ヨロミ旨、ご『（意』冒貝ざご§．［］むちや］・膜の両、『『○三臼司彦の］且】：一目。Ｆの召一い］の（の貝．８コ［臥す口一日ご三宮⑪のＱｏ目の己。円い：ヨー〒
【のＱ耳シ一『『ｇｏ目一の「（且芦ご胸、臣⑤の。】の①。ｇ同『目丙四目・）も。』］切・
（弧）一九九○年一一月二八日に和田がおこなったインタビュー。その概要は、本稿末尾に「付属資料２」として褐戦する予定である。
（鍋）この我妻ｌオプラーのコンタクトは、これが直接的か、間接的か、またその時期も特定できないが、七月頃かと思われる。③④に
川
島
が
言
う
七
月
三
○
日
の
パ
ー
テ
ィ
ー
で
は
、
オ
プ
ラ
ー
は
日
本
人
に
色
々
「
家
」
に
つ
い
て
意
見
を
聞
い
て
ま
わ
っ
て
い
た
、
と
川
島
『
軌
跡
』
二
一
二
’二一三頁からも判明するので、この時の可能性もあろう。
（鍋）川島『軌跡』二一六頁。尚、同趣旨が次と同じく本稿巻に掲載予定の「付属資料１」にある。
また、川島曰く、「ＧＨＱは法務部［和田注げの恩］ｍの目○口を指すと思われるこの名称は、厳密には川島の記憶違いであり、ＧＳ
のことであろう］サイドから出る草案の『押し付け」からくる後々の『反動」を気にしていました。一方でオプラーは色々考えて、改
正案については、オプラーは自分の意見を時に無理を言いながら通す、という形にせず、すべて女性の問題に少しでも関係する点［和
田注これが「家」の存廃に関する問題の殆ど全てにあたるのは、言うまでもない］については、ウィードさんの意見を聞く形にしま
し
た
。
［
…
］
そ
し
て
そ
の
実
、
オ
プ
ラ
ー
が
多
く
を
ウ
ィ
ー
ド
さ
ん
に
ア
ド
バ
イ
ス
し
、
良
い
意
味
で
も
い
わ
ば
彼
が
『
裏
で
糸
を
引
い
て
い
た
』
の
で
し
た。」「民法改正についても、日本側が合意した改正案が不十分と見れば、最終的にはＧＨＱは強制力を発動してその内容を変えさせる
ことも可能ではあったでしょう。しかし、占領終了後の反動を考え、ＧＨＱ自体、そしてＬＳ［「法務部」の右記ブラケット内参照］
で民法改正の主役の地位にあったオプラー個人も、なるべくなら日本側が自発的に、ＧＨＱにも受け入れられる案を作って来るように、
このように腐心しつつ、民法改正を遂行したのでした。」［最後の引用については⑭プレイクモァ発言も同趣旨］以上、「付属資料１」
と
し
て
掲
戦
予
定
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
よ
り
引
用
。
尚、川島や戸籍法改正に関わった青木義人（三章以下参照）の談話に、ＧｓとＬＳ（「リーガル・セクション」、「法務部」、「法務局」
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●なを、目次の通り、本章第六節として、特に民法の戦後占領期の改正を巡る、最近時の研究動向に、補論として
言及する予定である。（やや詳しくは、次号の拙稿末尾を参照されたい。）
等の語で）の混同がまま見られるが、これはＧＳにあったオプラーやブレイクモァ所属の課１口ご国：Ｉが、一九四八年五月三一日の
機榊改革でＬＳに総体としてそのまま編入されたことにもよると思われる。（またその際に、ＧＳの文書がＬｓに移され、現在ではＬ
ｓの文書として整理されていることにも注意、この点は本章の後注でも述べる。）。差し当たり、。高］の『『ト綴貫宛ぬざ葛・ロ・麗』（和訳オ
プラー『法制収革』一九一頁）参照。
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（四）（和田）
七七
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